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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月

売上高 (千円) 1,388,322 1,552,828 1,806,657 2,379,494 2,755,675

経常利益 (千円) 85,860 131,071 123,938 331,362 308,367

当期純利益 (千円) 56,140 68,605 69,022 175,805 174,626

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 204,000 224,000 568,000 633,000 1,054,060

発行済株式総数 (株) 4,080 4,480 8,780 11,380 41,586

純資産額 (千円) 211,788 300,593 1,057,616 1,364,722 2,633,968

総資産額 (千円) 984,254 1,683,225 2,688,627 4,381,123 6,852,553

１株当たり純資産額 (円) 51,908.83 67,096.81 120,457.47 119,922.85 63,337.88

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
― 

(―)

―

(―)

―

(―)

― 

(―)

―

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 13,760.03 16,155.21 11,676.01 18,211.08 4,363.22

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― 4,148.28

自己資本比率 (％) 21.5 17.9 39.3 31.2 38.4

自己資本利益率 (％) 30.6 26.8 10.2 14.5 8.7

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 46.75

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 158,658 88,115 412,361 112,464

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △847,007 △538,525 △1,567,385 △2,268,712

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 607,888 936,113 1,277,695 2,313,960

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(千円) ― 134,321 620,024 742,696 900,409

従業員数 (人) 12 16 22 31 42



(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、当社には関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４ 第５期より第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権または新株予約権の残高があります

が、当社株式は非上場・非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

５ 第５期より第８期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりません。 

６ 第６期、第７期、第８期及び第９期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、新日本監査法人の

監査を受けておりますが、第５期については、当該監査を受けておりません。 

７ 第７期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  なお、これによる影響はありません。 

８ 当社は、平成17年４月20日付をもって１株につき３株の割合で株式分割を行っております。 

  

  



２ 【沿革】 

  

  

年月 事項

平成９年８月 東京都新宿区大久保に、駐車場の運営及び管理業務、駐車場装置の販売業務を目的としてパルク

株式会社を資本金20,000千円にて設立 

平成９年９月 東京都文京区にて24時間無人時間貸駐車場の運営を開始 

平成９年10月 本社所在地を東京都新宿区西新宿に移転 

平成10年３月 日本証券業協会に株式を店頭取扱有価証券として届出 

平成10年４月 駐車場装置の販売を開始 

平成10年５月 駐車場装置のレンタルを開始 

平成11年７月 本社所在地を東京都品川区東大井に移転 

平成12年７月 千葉県八千代市にて土地を自社にて所有する方法による駐車場の運営を開始 

平成13年２月 本社所在地を東京都港区虎ノ門に移転 

平成14年８月 大阪府大阪市に大阪営業所を開設 

平成15年４月 店頭取扱有価証券の登録を廃止 

平成15年５月 東京都豊島区にて証券化駐車場の運営を開始 

平成15年10月 大阪営業所を大阪府大阪市北区天満に移転 

平成16年１月 商号をパラカ株式会社に変更 

平成16年２月 東京都杉並区阿佐ヶ谷にて駐輪場の運営を開始 

平成16年９月 本社所在地を東京都港区麻布台に移転 

平成16年12月 東京証券取引所マザーズ市場に上場 

平成16年12月 北海道札幌市にて自走式立体駐車場ビルを取得し、自社駐車場として運営を開始 

平成17年８月 岩手県盛岡市にて、自走式立体駐車場を竣工し、証券化駐車場として運営を開始 



３ 【事業の内容】 

当社は、日本の駐車場不足を解消するために、より必要な場所に１台でも多くの駐車場を供給し、健全なクルマ社会の発展に貢

献するという使命のもと、首都圏(東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県)及び近畿圏(大阪府・京都府・兵庫県)を中心として、主に

時間貸駐車場の開拓と運営管理を行っており、事業区分を「賃借駐車場」「自社駐車場」「証券化駐車場」「その他」に分類して

おります。 

賃借駐車場、自社駐車場及び証券化駐車場は、駐車場の運営形態別に分類しており、時間貸駐車場の運営管理に関する業務全般

を一貫して行っております。 

また「その他」は、不動産賃貸収入、自動販売機収入、駐車場装置の販売、駐車場装置のレンタル及び駐輪場の運営管理等とな

っております。 

  

(1) 賃借駐車場 

賃借駐車場は、当社事業の基本を成すビジネスモデルであり、具体的には、土地オーナーに固定の賃借料を支払い、当社で駐

車場設備を設置し、運営管理を行います。時間貸駐車料金が売上高、そこから賃借料(月額固定)、駐車機器のリース料(精算機・

ロック板・看板等)、運営管理費(機器メンテナンス料・集金費・清掃費・光熱費等)を差し引いたものが、個別の駐車場の売上総

利益となります。 

  

賃借駐車場のビジネスフロー 

  

 
  



(2) 自社駐車場 

自社駐車場は、自社で駐車場用地を購入し、運営管理するモデルであります。当社で用地を取得することから、土地所有者都

合による解約は発生せず、賃借料も発生しません。時間貸駐車料金(一部月極を含む)が売上高になり、そこから固定資産税・都

市計画税、駐車機器のリース料、運営管理費を差し引いたものが、個別の駐車場の売上総利益となります。 

  

自社駐車場のビジネスフロー 

 

  



(3) 証券化駐車場 

証券化駐車場は、自社駐車場と賃借駐車場がもつ特徴のうち、土地所有者都合による解約がないというメリットの部分を活か

し、土地取得にかかる資金負担というデメリットの部分を軽減するモデルであります。そこでの当社の立場・役割は、駐車場事

業を営むことを目的に設立される特別目的会社(ＳＰＣ)へ出資する匿名組合員であり、ＳＰＣのアセットマネージャー(ＡＭ)(※

１)並びに駐車場を運営するプロパティマネージャー(ＰＭ)(※２)であります。これにより、当社が得る収入は、匿名組合(※３)

より分配される分配金、アセットマネジメントフィー並びにプロパティマネジメントフィーとなります。 

  

証券化駐車場のスキーム(一例) 

  

 
  

①当社は、ＳＰＣのアセットマネージャーとして、駐車場の対象候補地の選定(収支予測等)及び売主との売買交渉等を行いま

す。アセットマネージャーとしてのフィーは、物件の多寡に係らず年間固定金額です。 

②売主との間で交渉がまとまると、売主は信託銀行へ当該用地の不動産管理処分信託を委託します。同時に、ＳＰＣへ受益権を

売却します。その際の当該用地の取得に係る資金は、ノンリコースローン(※５)及び匿名組合出資金を充当します。 

③当社は、プロパティマネージャーとして、不動産管理処分の委託を受けた信託銀行と、マスターリース兼プロパティマネジメ

ント契約を締結し、当該用地を駐車場として開発し、開設後の運営管理を行います。 

④当社は、当該駐車場から得られる売上高の全てを、マスターリース契約に基づき信託銀行へ支払います。当社は、プロパティ

マネージャーとしての対価(ＰＭフィー)として、当該売上高の一定割合を受け取ります。 

⑤信託銀行は、売上から駐車場運営に係る経費及び信託報酬、ＰＭフィーを控除した収益をＳＰＣへ支払います。 

⑥ＳＰＣは、ＳＰＣの運営経費、ＡＭフィー、土地に係る固定資産税、ノンリコースローンの金利を控除した残りを、出資割合

に応じて匿名組合出資者へ分配します。 

  



注釈 

  ※１ アセットマネージャー 

アセットマネージャーは、特別目的会社(ＳＰＣ)との契約に基づき、資産の運営並びに管理業務を行います。 

  ※２ プロパティマネージャー 

プロパティマネージャーは、受託者との契約に基づき、時間貸駐車場機器等の開設並びに運営管理業務を行います。 

※３ 匿名組合 

当社は商法上の匿名組合を利用しております。匿名組合契約は、出資者(ファンドの出資者)が営業者のために出資(投資)

を行い、その営業から生じる利益を分配することを約束する契約であります。事業を行うのは営業者であり、出資者は事業

活動を行いません。また、特に定めがない場合には、出資者は自己の出資額を超える負担を負うことはありません。 

  ※４ 慈善信託(チャリタブル・トラスト) 

慈善信託(チャリタブル・トラスト)は、倒産隔離のために利用される手法であります。倒産隔離には、２つの意味があ

り、１つ目は、特別目的会社(ＳＰＣ)を不動産所有者の倒産から影響を受けないようにし、特別目的会社(ＳＰＣ)の保有す

る資産を不動産所有者の債権者等から保全することです。２つ目は、そもそも特別目的会社(ＳＰＣ)自体を倒産させない方

策を施すことであります。慈善信託は、倒産隔離の２つ目の意味に利用されます。慈善信託の手法の概略は、ケイマン諸島

等に弁護士等が発起人となって特別目的会社(ＳＰＣ)を設立し、当該特別目的会社(ＳＰＣ)の議決権株式を信託会社に譲渡

します。同時に信託会社は自らを委託者兼受託者とする英米法特有の信託宣言を行い、慈善団体(形式上の所有者)を受益者

とする慈善信託を設定します。このような手続きを行うと、当該議決権株式の実質的な所有者がいない状態を作り出せま

す。この手法を利用し、特別目的会社(ＳＰＣ)の出資者(株主)を慈善信託とすることで、倒産手続きを申請することができ

る出資者(株主)を不在とすることが可能となり、倒産隔離を図ることが可能となります。 

  ※５ ノンリコースローン 

ノンリコースローンは、借り手の信用力に対して融資を行うのではなく、対象不動産の生み出すキャッシュ・フローに限

定して融資を行うというものです。このため、借り手は対象不動産の生み出すキャッシュ・フロー以上の返済義務を負わな

いため、担保物件の処分後に未回収の元本が残った場合でも、貸し手は借り手に対してそれ以上の弁済を求めることはでき

ないため、借り手のリスクが軽減されるとともに、資金の運用効率を高めることが可能となります。 

  



４ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、従業員１人当たりの基本給、賞与及び基準外賃金の合計額を算定しております。 

３ 臨時雇用者数は、従業員数の100分の10以下であるため記載を省略しております。 

    ４ 従業員数が前期末に比し、11名増加しておりますが、事業拡大に伴う採用によるものであります。 

  

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(人) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(千円) 

42 33才4ヵ月 2年0ヶ月 4,757 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、原油価格の上昇、欧米経済の景気の減速といった不安定要素はあったものの、企業の収益改善

の兆しが見られ、これまで抑制されていた人員採用も増加傾向にあり、また個人消費にも改善が見られるなど景気は着実に回復

傾向にあります。 

一方、当社の属する駐車場業界におきましては、依然として駐車場の供給が大幅に不足しており、また平成18年６月までに

施行が予定されている、駐車違反取締りの民間委託、自動車の所有者責任を強化した改正道路交通法も追い風となり、引き続き

市場の成長が見込まれております。 

その中で、当社におきましては、不動産会社や金融機関等との更なるネットワーク強化への取り組み、パーク＆ライド需要

が見込める地方主要都市の駅前を中心として、首都圏だけでなく、積極的な地方展開などを行い、管理車室数の拡大に努めてま

いりました。 

賃借駐車場事業においては、当期初においてマンション、商業施設等の建設により高収益物件が解約されたものの、当期中

は順調に管理車室数を増やし、当期末において3,530車室を管理しております。その結果、賃借駐車場売上は、2,083,439千円

（前期比4.1％増）となり、売上高における構成比は75.6％となりました。 

自社駐車場事業においては、新規開設に積極的に取り組みました。当期において14件、619車室の新規開設を行い、当期末に

おいて管理車室数は844車室となりました。その結果、自社駐車場売上は、445,016千円（前期比75.4％増）となり、売上高にお

ける構成比は16.1％となりました。 

証券化駐車場事業においては、当期中において千葉県千葉市中央区栄町、宮城県古川市の古川駅前、岩手県盛岡市の盛岡駅

前の合計3件、新規に駐車場を開設いたしました。特に盛岡駅前においては、当社としては初となる自走式駐車場を建築いたし

ました。一方、同事業においては、プロジェクトの大型化に伴い、先行投資が嵩んではいるものの当期末において管理車室数

は、1,063車室となりました。その結果、証券化駐車場売上は、70,618千円（前期比30.5％増）となり、売上高における構成比

は2.6％となりました。 

その他売上については、駐輪場売上、自動販売機の収益に加え、当期においては平成16年12月に取得しました北海道札幌市

の駐車場ビルからの不動産賃貸収入が貢献いたしました。その結果、その他売上は、156,601千円（前期比121.5％増）となり、

売上高における構成比は、5.7％となりました。 

以上の結果、売上高は2,755,675千円（前期比15.8％増）となりました。 

販売費及び一般管理費については、当社株式の新規上場に伴う関連費用、人員強化による人件費の増加により467,477千円

（前期比34.1％増）となり、営業利益は408,810千円（前期比3.0％増）となりました。 

また、自社駐車場用地購入に伴う借入金の支払利息を84,094千円計上したことにより、経常利益は308,367千円（前期比

6.9％減）、当期純利益は174,626千円（前期比0.7％減）となりました。 

  

  

  

  

  

事業区分別の売上高は次のとおりであります。 

事業区分 売上高（千円） 構成比（％） 前期比（％） 車室数（車室） 

賃 借 駐 車 場 2,083,439 75.6 104.1 3,530 



  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末と比較して157,712千円増加し、当期末残

高は900,409千円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は112,464千円となりました。これは、主として税引前当期純利益303,326千円の計上及び、法人

税等の支払額183,791千円等があったことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は2,268,712千円となりました。これは、主として有形固定資産の取得による支出1,737,653千

円、投資有価証券(匿名組合出資金)の取得による支出542,220千円等によるものであります。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は2,313,960千円となりました。これは、主として長期借入による収入1,546,000千円、公募増資

による新株式発行による収入1,090,447千円等によるものであります。 

  

  

自 社 駐 車 場 445,016 16.1 175.4 844 

証 券 化 駐 車 場 70,618 2.6 130.5 1,063 

そ の 他 156,601 5.7 221.5 － 

合  計 2,755,675 100.0 115.8 5,437 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

生産能力として記載すべき事項はありませんが、売上高及び企業規模と比較的関連性が強いと認められる駐車場の物件数及び

車室数は、次のとおりであります。 

  

パラカ駐車場契約状況 

  

  

(2) 受注状況 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

  

(注) １ 記載の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 件数及び車室数の( )は、第９期事業年度における純増加数であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

３ 【対処すべき課題】 

当社は収益力の向上のため、対処すべき課題として以下の項目に取り組んでまいります。 

（1） 解約リスクの低減 

当社は、時間貸駐車場事業を賃借駐車場モデル（土地オーナーより駐車場用地を借り受け事業を行うモデル）に依存し過ぎ

第９期事業年度
(平成17年９月30日現在) 

物件数 車室数

384件 
(前期比18.2％増) 

5,437車室
(前期比61.8％増) 

区分 

第９期事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

件数 
(件) 

構成比 
(％) 

車室数
(車室) 

構成比
(％) 

金額
(千円) 

構成比 
(％) 

前年同期比
(％) 

賃借駐車場 
343 
(42) 

89.3 
3,530
(633) 

64.9 2,083,439 75.6 104.1

自社駐車場 
34 
(14) 

8.9 
844
(619) 

15.5 445,016 16.1 175.4

証券化駐車場 
7 
(3) 

1.8 
1,063
(824) 

19.6 70,618 2.6 130.5

その他事業 
― 
(―) 

― 
―
(―) 

― 156,601 5.7 221.5

合計 
384 
(59) 

100.0 
5,437
(2,076) 

100.0 2,755,675 100.0 115.8



ることは、賃貸借契約の解除により事業を継続できなくなるリスクがあると考えております。そこで、賃借駐車場の解約リ

スクを軽減し、企業全体として長期安定的・継続的に成長していくためには、「自社駐車場」及び「証券化駐車場」を増大さ

せることが必要と考えております。 

（2） 事業地ごとの採算性評価 

 当社では事業地ごとの採算性を評価し、検証し、改善策をタイムリーに実施することが全体の収益性向上のために必要不可

欠であると認識しております。一方で、当社が運営管理する時間貸駐車場は平成17年９月30日現在で384件であり、今後も増

加し続ける予定であります。このように、事業地の件数が増加してくると、個々の事業地の採算性評価には多くの時間が必要

となります。これに対応するため、当社は採算性評価の時短化を図るために「駐車場管理システム」の構築を行ってまいりま

した。今後は当該システムの高度化を通じ、これまで以上にタイムリーかつ精度の高い採算性評価を実施し、収益性の向上を

図る方針であります。 

（3） オペレーションスキルの向上 

当社は従業員のオペレーションスキルの向上により、全社的な収益拡大とコスト低減を図ることに努めております。今後も

引き続き、人材育成・教育によりオペレーションスキルの向上を図ることで、利益率の改善に努めてまいります。 

（4） 営業力の強化 

 当社が成長を図るうえでは、今後も継続して営業力を強化していく必要があると認識しております。人員の拡大を図るとと

もに、ＯＪＴ教育、全体研修、個別指導を通じ、個々のスキルアップに努めてまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社の事業その他に関するリスクとして投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる事項には以下のようなも

のがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日において当社が判断したものであります。 

  

（1） 事業におけるリスクについて 

① 事業用地の確保について 

当社は、首都圏(東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県)及び近畿圏（大阪府・京都府・兵庫県）を中心として、主に時間貸駐車場

の開拓と運営管理業務を行っております。当社における駐車場運営形態としては、「賃借」、「自社」及び「証券化」の３形態が

あります。当社では、賃借によって駐車場用地を確保する「賃借駐車場」が、当社の運営管理する駐車場の中で高い割合を占めて

おり、当社事業の基本を成すビジネスモデルであります。「賃借駐車場」は、土地オーナーに固定の賃借料を支払い、当社で駐車

場設備を設置し、運営管理を行います。時間貸駐車料金(一部月極を含む)が売上高、そこから賃借料(月額固定)、駐車機器のリー

ス料(精算機・ロック板・看板等)、運営管理費(機器メンテナンス料・集金費・清掃費・光熱費等)を差し引いたものが、個別の駐

車場の売上総利益となります。 

当社が事業を拡大するためには、収益性の高い駐車場用地の確保が必要となりますが、「バブル崩壊」以降における土地取引の

長期停滞によって生じた土地所有者の土地の有効活用に対する旺盛な需要を背景として、当社の最近５事業年度における賃借駐車

場の物件数及び車室数等の推移は、以下のとおり概ね順調に増加しております。 

(注)１ 上記のうち、第６期より第９期につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、新日本監査法人の監査を受けて

おりますが、第５期については監査を受けておりません。 

   ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

今後につきましては、地価の上昇、取引コストの軽減、土地に係る税制の改正等の要因により土地取引が活発化した場合、土地

所有者にとって土地の有効活用のための選択肢が増加することにより、当社にとって駐車場用地の確保が困難になる可能性があり

ます。また、土地所有者が駐車場用地として賃貸する意図はあっても、地価の上昇により賃借料が高騰した場合には、当該賃借料

を駐車場料金に転嫁できるとは限らないため、その場合には採算の見込める駐車場用地の賃借が困難となる可能性があります。 

  

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 
第９期 

当事業年度 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

売上高 (千円) 1,388,322 1,552,828 1,806,657 2,379,494 2,755,675 

賃借駐車場売上高 (千円) 1,051,154 1,264,244 1,559,461 2,001,011 2,083,439 

新設物件数 (件) 46 36 65 77 75 

解約物件数 (件) 46 13 20 20 33 

期末物件数 (件) 176 199 244 301 343 

新設車室数 (車室) 466 245 1,203 578 1,196 

解約車室数 (車室) 529 90 172 201 563 

期末車室数 (車室) 1,334 1,489 2,520 2,897 3,530 



② 土地所有者との賃貸借契約が解約される可能性について 

賃借駐車場を設置する際には、土地所有者との間で当社を賃借人とする賃貸借契約を締結しております。当該契約期間は概して

２～３年間（当初契約期間）となっており、期間満了後は１年毎の自動更新となっております。当初契約期間内に解約する場合に

は、一方の当事者が相手方に２ヶ月前に書面にて通知し、違約金を支払うことで契約が終了し、当初契約期間満了後は、一方の当

事者が相手方に２ヶ月前に書面にて通知することによって、契約の解約が成立する内容となっております。賃貸人から解約通知を

受けた場合、当社としては引き続き駐車場用地として利用できるよう契約継続の交渉を行いますが、当該交渉にもかかわらず、土

地所有者の意思により契約が解約される可能性があります。 

  

③ 営業地域が集中していることについて 

当社は、首都圏(東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県)及び近畿圏（大阪府・京都府・兵庫県）を中心として営業活動を行ってお

ります。当期において、その他の地域においても駐車場を新設し、徐々に地域の分散が進んでいるものの、首都圏もしくは近畿圏

において地震等の大災害やその他の不測の事態が発生し、当社の運営管理する駐車場が損壊しあるいは運営不能を余儀なくされた

場合等には、事業活動に支障を来たす恐れがあり、当社の業績に重大な影響を与える可能性があります。 

  

（2） 法的規制等について 

① 特有の法的規制について 

当社が営む時間貸駐車場の運営に関して、特有の法的規制は現在のところありません。駐車場の設置等に関する法令としては、

都市における自動車の駐車のための施設の整備に関し必要な事項を定めた「駐車場法」をはじめ、都道府県公安委員会による交通

規制等を定めた「道路交通法」並びに自動車保有者等に対して自動車の保管場所確保等を定めた「自動車の保管場所の確保等に関

する法律(車庫法)」等があります。 

これらの法律は、交通の円滑と安全を図ること等を目的に制定されており、現状、これらの法的規制が緩和される動きは無いも

のと判断しております。しかしながら、万一、「道路交通法」もしくは「自動車の保管場所の確保等に関する法律(車庫法)」の規

制が緩和された場合には、駐車場需要の減少等により、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

② 「クルマ社会」の見直しについて 

自動車は高い利便性を有する反面、その利用に際しての不可避的な要素として、環境問題、交通事故及び道路交通混雑等といっ

た負の側面が伴います。これらの問題は特に都市部において顕著であり、一部の運転者による違法駐車等がこのような負の側面を

一層顕在化させてきたとも言われております。これらの問題については、平成12年10月に当時の運輸政策審議会(現在の交通政策審

議会、国土交通大臣の諮問機関)から出された答申の「21世紀初頭における総合的な交通政策の基本方向について」において述べら

れております。当該答申の提言の中には、これらの諸問題の対応策として、公共の交通機関や徒歩・自転車利用への転換、並びに

ロードプライシング(都市部等の特定地域への自動車の乗り入れに対する課金制度)及びカーシェアリング(一定地域の複数の世帯に

よる自動車の共有制度)の導入等、都市部への自動車の流入を抑制するための提言も含まれております。 

今後、都市部の自動車利用の制限につながるような法改正等がなされた場合には、当社の営業地域における駐車場の需要の減少

等により、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

（3） 有利子負債依存度等について 

当社における駐車場開発形態としては、「賃借」、「自社」及び「証券化」の３形態がありますが、土地を「自社」において取

得する場合には、当該資金の大部分を金融機関からの借入金により調達しているため、有利子負債依存度が高くなっております。

そのため、今後については、有利子負債の増加が「自社」よりも少ない「証券化」の割合を高めること、エクイティファイナンス

により自己資金を調達すること及び「賃借」、「自社」及び「証券化」のバランスを考えること等により、有利子負債依存度の上

昇に留意する方針でありますが、今後の金利動向等の金融情勢の変化により、当社の財政状態及び経営成績に影響を与える可能性

があります。 

  

なお、最近５事業年度における有利子負債等の推移は、以下のとおりであります。 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 
第９期 

当事業年度 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 



(注) １ 上記のうち、第６期より第９期につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、新日本監査法人の監査を受け

ておりますが、第５期については監査を受けておりません。 

２ 有利子負債は、借入金及び社債の合計であります。 

    ３ 支払利息は、支払利息及び社債利息の合計であります。 

４ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

  

（4） 事業用土地の状況について 

当社では、当期末現在、総資産額6,852,553千円に対し、事業用土地として簿価4,284,124千円の土地を所有しております。 

これらの土地につきましては、当社が営む時間貸駐車場に係る駐車場用地であり、原則的には継続して所有し、事業の用に供す

ることとしております。また、現時点におきましては、充分な収益を確保しているものと当社では認識しております。しかしなが

ら、今後、不採算事業地の発生や営業戦略の大幅な変更等により、当社の事業にとって不要な土地を売却した場合、当該地価の動

向によっては、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

また、固定資産の減損会計について、平成17年４月１日以降開始する事業年度より強制適用されております。 

これにより、固定資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合に、一定の条件で回収可能性を反映させるよ

うに帳簿価額を減額することとなるため、今後の地価の動向や当社の収益状況によっては、当社の財政状態及び経営成績に影響を

与える可能性があります。 

  

（5） 証券化駐車場の出資金について 

当社は証券化駐車場を運営するために、駐車場事業を営むことを目的に設立される特別目的会社(SPC)へ出資を行っております。

当期末における投資有価証券(匿名組合出資金)は970,160千円であり、今後も増加する予定であります。しかし、特別目的会社

(SPC)が保有する駐車場用地が何らかの理由により駐車場として利用できなくなるなどの原因により、特別目的会社(SPC)の資産が

著しく悪化、あるいは特別目的会社(SPC)が破綻した場合には、匿名組合出資金の償却により損失が発生し、当社の財政状態及び経

営成績に影響を与える可能性があります。 

  

（6） 小規模組織であることについて 

当期末における当社組織は、役員７名及び従業員42名と小規模であり、内部管理体制もこのような規模に応じたものとなってお

ります。今後事業拡大に伴い、内部管理体制の一層の充実を図る方針ではありますが、当社が事業拡大や人員の増強に即応して、

適切かつ十分な組織的対応ができるか否かは不透明であり、これらが不十分な場合には、組織的効率が低下し、当社の業績及び今

後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

  

（7） ストックオプションについて 

当社では、取締役及び従業員の士気を高めることで業績向上に資するため、ストックオプション制度を採用しております。当該

制度は、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであります。当期末現在に

おいて発行している新株予約権は1,354個であり、新株予約権の目的となる株式の数は4,061.75株であります。 

当社では、取締役及び従業員の士気向上に加え、優秀な人材の獲得のため、今後もストックオプション制度を継続する方針であ

ります。そのため、同制度によって付与された新株予約権が行使された場合、１株当たりの価値は希薄化することになります。ま

た、当該株式の売却により株式需給バランスが短期的に悪化する可能性があり、その結果、当社の株価形成に影響を及ぼす可能性

があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

総資産額(A) (千円) 984,254 1,683,225 2,688,627 4,381,123 6,852,553 

有利子負債残高(B) (千円) 576,332 1,211,270 1,498,292 2,687,636 3,920,596 

有利子負債依存度 

(B)／(A) 
(％) 58.6 72.0 55.7 61.3 57.2 

売上高(C) (千円) 1,388,322 1,552,828 1,806,657 2,379,494 2,755,675 

支払利息(D) (千円) 10,248 19,761 35,120 53,499 87,124 

(D)／(C) (％) 0.7 1.3 1.9 2.2 3.2 



該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

当事業年度においては、税引前当期純利益303,326千円を計上いたしました。一方で、積極的な事業活動により有形固定資産、

投資有価証券(匿名組合出資金)及び長期借入金が大幅に増加いたしました。これにより、前事業年度末と比較して、総資産は

4,381,123千円から6,852,553千円に増加しました。また、主に公募増資による新株式発行により資本が増加したため自己資本は

1,364,722千円から2,633,968千円に増加し、自己資本比率は31.2％から38.4％に増加しております。なお、現金及び預金の増加

理由は、前述の「キャッシュ・フローの状況」を御参照下さい。 

  

(2) 経営成績の分析 

「第２ 事業の状況 １業績等の概要 （１）業績」を御参照下さい。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

 当期における設備投資総額は、1,732,912千円であります。その主なものは、事業用土地購入1,508,773千円及び建物購入

181,231千円であります。 

 なお、当期中に重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

各事業所別の設備、投下資本及び従業員の配置状況は次のとおりであります。 

（平成17年９月30日現在） 

(注) １ 時間貸駐車場の所在地は複数でありますので、記載を省略いたします。 

２ 従業員数は就業人数であります。 

３ 上記事業所には賃借物件が含まれており、年間賃借料は33,106千円であります。 

４ 24時間無人時間貸駐車場の設備の状況の内訳は次のとおりであります。 

  

(注) 上記表中の駐車場装置の内容は次のとおりです。 

① 集中機  概ね25車室以下の駐車場に設置する機器。 

② ゲート機 概ね25車室を越える駐車場に設置する機器。 

③ ロック板 駐車車両をロックする機器。 

５ リース契約による賃借設備のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

事業所名 
(所在地) 

設備の 
内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(人) 

建物 構築物
工具器具
及び備品 

土地
(面積㎡) 

車両運搬具 合計 

本社 
(東京都港区) 

事務所 9,074 － 9,803 － 4,433 23,310 35

大阪営業所 
（大阪府大阪市） 

事務所 487 － 307 － － 794 3

札幌営業所 
（北海道札幌市） 

事務所及び 
駐車場設備 

174,577 － 1,553
494,032
（820）

－ 670,162 4

時間貸駐車場 
駐車場 
設備 

－ 58,098 27,021
3,790,092
(16,934)

－ 3,875,211 －

  
パラカ駐車場 レンタル機器 

台数(台) 台数(台) 

精算機 
集中機 515 5 

ゲート機 24 0 

ロック板 2,218 18 

内容 リース期間 年間リース料 リース契約残高 備考 

工具器具及び 
備品 

５年 148,063千円 819,159千円 所有権移転外ファイナンスリース 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

(注) １ 事業所の所在地は複数でありますので、記載を省略いたします。 

２ 駐車場の設備取得に係る所要資金1,900,000千円は、一部を借入、残額を自己資金によりまかなう予定であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

事業所名 設備の内容 

投資予定額(千円)

資金調達方法 着手年月
完了予定 
年月 

完成後の
増加能力 

総額 既支払額

時間貸駐車場 

自社駐車場に係る設備
(土地) 1,900,000 ― (注)２

平成17年10月
～ 

平成18年９月 

平成17年10月 
～ 

平成18年９月 
313車室分

時間貸駐車場に係る設
備(土地以外) 56,300 ― 自己資金

平成17年10月
～ 

平成18年９月 

平成17年10月 
～ 

平成18年９月 
1,127車室分



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注)１ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

   ２ 平成17年10月1日から平成17年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式数が104.93株増加しておりま

す。 

   ３ 「提出日現在発行数」には、平成17年12月１日以降有価証券提出日までの新株予約権の行使により発行されたものは含ま

れておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

(平成14年12月27日定時株主総会決議) 

  

(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

２ 当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。 

また、新株予約権発行後、調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行を行う場合は、次の算式(コンバージョン・プラ

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 135,000

計 135,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 41,586 41,690.93
東京証券取引所
(マザーズ) 

(注) 

計 41,586 41,690.93 ― ― 

  
事業年度末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個)  697(注)１  697(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  2,090.89(注)１  2,090.89(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 53,334(注)２ 同左(注)２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年12月28日
至 平成24年12月26日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  53,334
資本組入額 26,667 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左(注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左(注)４ 

調整後株式数＝ 
調整前株式数×調整前行使価額 

調整後行使価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
1 

分割・併合の比率 



イス方式)により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使の条件は、以下のとおりであります。 

新株予約権の割当を受けた者(以下「対象者」という)が、次の各号に該当する場合、新株予約権は喪失し権利行使はでき

ないものとする(ただし、新株予約権を喪失させないことについて、当社取締役会の承認を得た場合は、この限りではな

い。)。 

① 対象者が当社の取締役、監査役または従業員の地位を失った場合。 

② 対象者が死亡した場合(新株予約権の相続は認めない。)。 

③ 対象者が新株予約権の放棄を申し出た場合。 

④ この他、権利喪失事由等、権利行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結す

る新株予約権割当契約に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

５ 平成17年２月４日開催の取締役会決議により、平成17年４月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。これ

により「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

  

(平成15年９月29日臨時株主総会決議) 
  

(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

２ 当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。 

また、新株予約権発行後、調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行を行う場合は、次の算式(コンバージョン・プラ

イス方式)により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使の条件は、以下のとおりであります。 

①新株予約権者は、権利行使時においても当社の取締役または従業員の地位にあることを要するものとする。ただし、当

社取締役会において承認を得た場合にはこの限りではない。 

②新株予約権の相続は認めない。 

③この他、新株予約権の行使の条件は、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結す

る新株予約権割当契約に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 
  

５ 平成17年２月４日開催の取締役会決議により、平成17年４月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。これ

により「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

６ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、平成17年10月１日以降の新株予約権の行使による変更を加味し

ております。 

  

(平成15年９月29日臨時株主総会決議) 
  

調整後 

行使価額 
＝ 

既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋新発行株式数 

  
事業年度末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 14(注)１  ―(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 41.98(注)１  ―(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 53,334(注)２ 同左(注)２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年９月30日
至 平成25年９月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   53,334
資本組入額 26,667 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左(注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左(注)４ 

調整後株式数＝ 
調整前株式数×調整前行使価額 

調整後行使価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
1 

分割・併合の比率 

調整後 

行使価額 
＝ 

既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋新発行株式数 



(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

２ 当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上

げる。 

また、新株予約権発行後、調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行を行う場合は、次の算式(コンバージョン・プラ

イス方式)により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 権利行使の条件は、以下のとおりであります。 

①新株予約権者は、権利行使時においても当社の取締役または従業員の地位にあることを要するものとする。ただし、当

社取締役会において承認を得た場合にはこの限りではない。 

②新株予約権の相続は認めない。 

③この他、新株予約権の行使の条件は、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結す

る新株予約権割当契約に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 
  

５ 平成17年２月４日開催の取締役会決議により、平成17年４月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。これ

により「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

６ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、平成17年10月１日以降の従業員の退職及び新株予約権の行使に

よる変更を加味しております。 

  
事業年度末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 34(注)１  12(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 101.88(注)１  35.94(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 53,334(注)２ 同左(注)２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年９月30日
至 平成25年９月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   53,334
資本組入額 26,667 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左(注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左(注)４ 

調整後株式数＝ 
調整前株式数×調整前行使価額 

調整後行使価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
1 

分割・併合の比率 

調整後 

行使価額 
＝ 

既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋新発行株式数 



(平成16年12月21日定時株主総会決議) 
  

(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×株式分割又は株式併合の割合 

２ ①新株予約権の発行日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。 

②新株予約権の発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行、又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行

使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権の行使による新株発行の場合

は、行使価額の調整は行わない。 

３ 権利行使の条件は、以下のとおりであります。 

①新株予約権者の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要する

ものとする。ただし、当社取締役会において承認を得た場合にはこの限りではない。 

②この他、新株予約権の行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

新株予約権割当契約に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 
  

５ 平成17年２月４日開催の取締役会決議により、平成17年４月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。これ

により「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

６ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、平成17年10月１日以降の従業員の退職による変更を加味してお

ります。 

  

  
事業年度末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 559(注)１  556(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,677(注)１  1,668(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 290,667(注)２ 同左(注)２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年12月28日
至 平成26年９月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   290,667
資本組入額 145,334 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左(注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左(注)４ 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
1 

分割・併合の比率 

  

調整後 

行使価額 

  

＝ 

  

調整前 

行使価額

  

× 

既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×1株当り払込金額 

1株当り時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(平成16年12月21日定時株主総会決議) 
  

(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。 

   調整後株式数＝調整前株式数×株式分割又は株式併合の割合 

２ ①新株予約権の発行日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。 

②新株予約権の発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行、又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行

使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権の行使による新株発行の場合

は、行使価額の調整は行わない。 

３ 権利行使の条件は、以下のとおりであります。 

①新株予約権者の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要する

ものとする。ただし、当社取締役会において承認を得た場合にはこの限りではない。 

②この他、新株予約権の行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

新株予約権割当契約に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 
  

５ 平成17年２月４日開催の取締役会決議により、平成17年４月20日付で１株を３株とする株式分割を行っております。これ

により「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

  
事業年度末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 50(注)１  50(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 150(注)１  150(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 293,284(注)２ 同左(注)２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月20日
至 平成26年９月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   293,284
資本組入額 146,642 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左(注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左(注)４ 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
1 

分割・併合の比率 

  

調整後 

行使価額 

  

＝ 

  

調整前 

行使価額

  

× 

既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×1株当り払込金額 

1株当り時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  
(注) １ 新株引受権の行使 

発行価格：50,000円 

資本組入額：50,000円 

      権利行使者：内藤亨、兼平宏 

２ 有償第三者割当 

発行価格：160,000円 

資本組入額：80,000円 

割当先：ボストンセーフデポジットアカウントビー、ザバンクオブバミューダリミテッドホンコンブランチ、南文雅貴、

朝日火災海上保険株式会社、リチャード・クー、オルトパス・コンサルティング株式会社、小川克保、國島久

嗣、井川敏夫 

３ 有償第三者割当 

発行価格：160,000円 

資本組入額：80,000円 

割当先：日信電子サービス株式会社、東京海上火災保険株式会社 

４ 有償第三者割当 

発行価格：160,000円 

資本組入額：80,000円 

割当先：安田企業投資２号投資事業組合、クレッシェンド・ワン・リミテッド・パートナーシップ、株式会社エリアクエ

スト、株式会社レーサムリサーチ、株式会社ザイマックス、株式会社東京リート、カナモトキャピタル株式会

社、シティトラスト信託銀行株式会社ＥＤ口＃15、加藤欣司、川崎寿子、明治生命キャピタル７号投資事業組

合、りそなキャピタル株式会社、大濱民郎、アイピーアール１号投資事業組合、アイピーアール２号投資事業組

合、株式会社クリード、株式会社ゼクス、川崎眞次郎、本間良輔、高橋貞明、熊谷 信、渡辺金吾、川島 敦、

宮島大祐、吉川泰司 

５ 新株引受権の行使 

発行価格：50,000円 

資本組入額：25,000円 

      権利行使者：内藤亨、佐竹右行、内藤佳世、内藤宗、内藤主、内藤彩花、兼平宏 

６  有償一般募集(ブックビルディング方式) 

発行価格 550,000円  引受価額   508,750円 

    発行価額 382,500円   資本組入額 191,250円 

  

７  平成17年２月４日開催の取締役会において、平成17年４月20日付けをもって、平成17年２月28日最終の株主名簿及び実質

株主名簿に記名された株主の所有株式数を、１株につき３株の割合をもって分割することを決議いたしました。この結

果、発行済株式総数は26,760株増加しました。 

８  平成16年10月１日から平成17年９月30日までの間に、新株予約権の権利行使に伴い発行済株式総数が1,446株、資本金が

38,560千円、資本準備金が38,560千円増加しております。 

  

(4) 【所有者別状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成14年５月28日 
(注)１ 

400 4,480 20,000 224,000 200 200

平成14年11月９日 
(注)２ 

1,000 5,480 80,000 304,000 80,000 80,200

平成15年１月23日 
(注)３ 

700 6,180 56,000 360,000 56,000 136,200

平成15年９月23日 
(注)４ 

2,600 8,780 208,000 568,000 208,000 344,200

平成16年５月31日 
(注)５ 

2,600 11,380 65,000 633,000 66,300 410,500

平成16年12月８日 
(注)６ 

2,000 13,380 382,500 1,015,500 635,000 1,045,500

平成17年４月20日 
(注)７ 

26,760 40,140 ― 1,015,500 ― 1,045,500

平成16年10月１日～ 
平成17年９月30日 

(注)８ 
1,446 41,586 38,560 1,054,060 38,560 1,084,060



平成17年９月30日現在 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

区分 

株式の状況

端株の状況
(株) 政府及び 

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 5 9 51 10 2 3,651 3,728 ―

所有株式数 
(株) 

― 2,006 656 6,220 1,619 143 30,942 41,586 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 4.82 1.58 14.96 3.90 0.34 74.40 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

内 藤   亨     東京都荒川区南千住６－37－７－1502 6,450 15.5

兼 平   宏      東京都世田谷区赤堤４－16－17 2,550 6.1

日信電子サービス株式会社 東京都台東区浅草橋５－20－８ 1,500 3.6

新 井 一 孝     東京都港区元麻布３－７－21－201 1,200 2.9

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区鍛冶町２－６－２ 1,050 2.5

エイチエスビーシーバンクピー
エルシークライアンツノンタッ
クストリーティ(常任代理人香港
上海銀行東京支店) 

東京都中央区日本橋３－11－１ 700 1.7

クレッシェンド・ワン・リミテ
ッド・パートナーシップ(業務執
行責任組合員代表中山敦)    

東京都千代田区五番町６－２ホーマット
ホライゾン２Ｆ 

680 1.6

内 藤 佳 世     東京都荒川区南千住６－37－７－1502 660 1.6

株式会社ザイマックス 東京都新宿区三栄町26－１ 600 1.4

株式会社パシフィックビジネス
マネージメント 

東京都千代田区六番町６ 600 1.4

りそなキャピタル株式会社 東京都中央区京橋１－３－１ 600 1.4

株式会社レーサムリサーチ 
東京都新宿区西新宿２－６－１新宿住友

ビル41階 
600 1.4

内 藤 彩 花     東京都荒川区南千住６－37－７－1502 600 1.4

内 藤   主     東京都荒川区南千住６－37－７－1502 600 1.4

内 藤   宗     東京都荒川区南千住６－37－７－1502 600 1.4

佐 竹 右 行      千葉県浦安市美浜１－６－1404 600 1.4

計 ― 19,590 47.1

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

権利内容に何ら限定のない当社にお



  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

完全議決権株式(その他) 普通株式 41,586 41,586 ける標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 41,586 ― ― 

総株主の議決権 ― 41,586 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式のストックオプション制度を採用しております。当該制度は、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21

の規定に基づき、平成14年12月27日開催の定時株主総会、平成15年９月29日開催の臨時株主総会、平成16年12月21日開催の定時

株主総会及び平成17年12月21日開催の定時株主総会において特別決議されたものであります。当該制度の内容は、以下のとおり

であります。 

  

  

(注)１ 付与対象者の退職等により、付与対象者の人数は、当社取締役２名、当社監査役１名、当社従業員14名となっておりま

す。 

２ 付与対象者の退職等により、付与対象者の人数は、当社従業員２名となっております。 

   ３ 付与対象者の退職等により、付与対象者の人数は、当社従業員11名となっております。 

４ 付与対象者の退職等により、付与対象者の人数は、当社取締役２名、当社監査役１名、当社従業員26名となっておりま

す。 

   ５ 新株予約権１個あたりの目的となる株式数は１株とする。 

   ６ 各新株予約権の行使に際して払い込むべき金額は、各新株予約権の行使により発行する株式1株あたりの金額（以下「行使

価額」という。）に、新株予約権１個あたりの目的となる株式数を乗じた金額とする。行使価額は、新株予約権を発行す

る日の属する月の前月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除

く。）に1.05を乗じた金額、又は新株予約権を発行する日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（終

値がない場合は、その前日以前の各取引日に成立した終値のうち、新株予約権の発行日に最も近い日の終値）のどちらか

高い方とする。 
   ７ 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役又は従業員の地位にあることを要するもの

とする。ただし、当社取締役会において承認を得た場合にはこの限りではない。なお、本条件は、当社と顧問契約を締結

する社外協力者として新株予約権を割り当てた者に対しては適用しないものとする。この他、新株予約権の行使の条件

決議年月日 平成14年12月27日 平成15年９月29日 平成15年9月29日 

付与対象者の区
分及び人数 

当社取締役 ３名
当社監査役 １名 
当社従業員 21名 
(注)１ 

当社従業員 ３名
(注)２ 

当社従業員 14名 
(注)３ 

新株予約権の目
的となる株式の
種類 

「(2) 新株予約権等の状況」
に記載しております。 

「(2) 新株予約権等の状況」
に記載しております。 

「(2) 新株予約権等の状況」
に記載しております。 

新株予約権の目
的となる株式の
数 

同上 同上 同上

新株予約権の行
使時の払込金額 

同上 同上 同上

新株予約権の行
使期間 

同上 同上 同上

新株予約権の行
使の条件 

同上 同上 同上

新株予約権の譲
渡に関する事項 

同上 同上 同上

決議年月日 平成16年12月21日 平成16年12月21日 平成17年12月21日 

付与対象者の区
分及び人数 

当社取締役 ３名
当社監査役 １名 
当社従業員 29名 
(注)４ 

当社取締役 １名
当社従業員 ９名 
  

取締役、監査役、従業員及び
社外協力者。人数について
は、当社取締役会において決
定する。 

新株予約権の目
的となる株式の
種類 

「(2) 新株予約権等の状況」
に記載しております。 

「(2) 新株予約権等の状況」
に記載しております。 

普通株式

新株予約権の目
的となる株式の
数 

同上 同上 上限 2,000株（注）５ 

新株予約権の行
使時の払込金額 

同上 同上 （注）６

新株予約権の行
使期間 

同上 同上
平成18年１月１日から平成27
年９月30日までの範囲内で、
今後の取締役会で決定する。 

新株予約権の行
使の条件 

同上 同上 （注）７

新株予約権の譲
渡に関する事項 

同上 同上
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。 



は、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、創業以来、各期における利益を財務体質の強化と将来の成長に備えるため全額内部留保し、事業に再投資するため配

当を実施しておりません。 

今後につきましては、企業体質の強化と今後の事業展開に備えるため、内部留保を充実させることに配慮しながら、各期の財

政状態及び経営成績等を勘案の上、決定いたします。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場(マザーズ)における株価を記載しております。 

２ 当社株式は、平成16年12月９日から東京証券取引所市場(マザーズ)に上場されております。 

３ □印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場(マザーズ)における株価を記載しております。 

  

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

最高(円) ― ― ― ―
1,280,000
□390,000 

最低(円) ― ― ― ―
786,000
□204,000 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 390,000 367,000 298,000 285,000 278,000 239,000

最低(円) 339,000 264,000 260,000 258,000 226,000 204,000



５ 【役員の状況】 

    
(注) １ 役員間において、二親等内の親族関係はありません。 

２ 取締役新井一孝は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役の要件を満たしております。 

３ 監査役田伏岳人及び小山信行は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外監査役で

あります。 

    ４  当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役２名を選任しております。 

      補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

代表取締役 
社長 ― 内 藤   亨 昭和31年７月15日

昭和54年４月 野村證券株式会社入社 

6,450

昭和63年12月 ゴールドマン・サックス証券会社

入社 

平成６年10月 有限会社リョウコーポレーション

設立 

平成９年８月 当社設立 代表取締役社長(現任) 

取締役 
副社長 運営部長 兼 平   宏 昭和34年４月16日

昭和57年４月 野村證券株式会社入社 

2,550

昭和62年５月 シティーコープ証券会社入社 

平成２年３月 ゴールドマン・サックス証券会社

入社 

平成８年７月 ニッポンクレジットインターナシ

ョナル(香港)入社 

平成９年12月 当社監査役 

平成10年７月 富士インターナショナルファイナ

ンス(香港)入社 

平成13年８月 当社入社 

平成13年12月 当社専務取締役 

平成17年４月 当社取締役副社長(現任) 

常務取締役 営業部長 駒 井 雄 一 昭和41年６月５日

平成元年４月 株式会社リクルート入社 

―

平成12年７月 株式会社ビーマップ入社 

平成16年11月 当社入社 営業部長 

平成17年４月 

平成17年12月 

当社常務執行役員営業部長(現任) 

当社常務取締役(現任) 

取締役 ― 新 井 一 孝 昭和32年１月12日

昭和54年４月 ジャーディン・マセソン商会入社 

1,200

昭和58年７月 J.P.モルガン入社 

昭和60年９月 ゴールドマン・サックス証券会社

入社 

平成13年７月 マリナー・インベストメント・グ

ループ東京駐在事務所代表 

平成14年４月 当社取締役(現任) 

平成15年11月 MarinerJapan,Inc.取締役及び日

本における代表者(現任) 

常勤監査役 ― 小 林 紀 幸 昭和16年５月23日

昭和35年４月 朝日火災海上保険株式会社入社 

24平成13年６月 当社入社 

平成14年12月 当社常勤監査役(現任) 

監査役 ― 田  伏  岳  人 昭和40年５月１日

平成９年４月 弁護士登録（東京弁護士会所属） 

―  セントラル法律事務所勤務 

平成12年４月 フロンティア法律事務所開設 

        平成16年12月 当社監査役就任（現任）   

監査役 ― 小 山 信 行 昭和36年３月23日

昭和58年４月 宝印刷株式会社入社 

―

平成３年３月 日本インベストメント・ファイナ

ンス株式会社（現エヌ・アイ・エ

フSMBCベンチャーズ株式会社）入

社 

平成12年７月 株式会社ビーアイ・ネットワーク

取締役副社長（現任） 

平成14年12月 株式会社プログレス・マネジメン

ト代表取締役（現任） 

        平成16年12月 当社監査役就任（現任） 

計 10,224

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

（株） 



  

  

阿河 勝久 昭和31年２月28日 

昭和54年４月 野村證券株式会社入社 

160 

平成９年１月 スパークス投資顧問株式会社 

取締役 

平成10年12月 スパークス證券株式会社 

代表取締役社長 

平成14年８月 阿河キャピタルプランニング株式会

社設立 代表取締役(現任) 

猪瀬 敏昭 昭和17年12月21日 

昭和41年４月 朝日火災海上保険株式会社入社 

― 
平成14年12月 弥生商事有限会社入社 

平成15年９月 朝日火災ビジネスサービス株式会社

入社(現任) 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社はコーポレート・ガバナンスを、「経営の効率性や経営の公正さをチェックする仕組み」を指すことであると認識して

おります。当社が短期のみならず中長期的な企業価値の増大を図るためにはコーポレート・ガバナンスが必要不可欠であると

考えており、これまで公開会社として相応しい内部管理体制の強化を図ってまいりました。 

（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社のコーポレート・ガバナンス体制は以下のとおりであります。 

経営の意思決定機関であります取締役会は、取締役４名から構成されており、そのうち１名は社外取締役であります。取締

役会は、毎月１回必ず開催されるともに、必要に応じて、随時開催できる体制となっております。また、そこでは徹底的な討

論が行われていると考えております。 

当社の監査役監査に関しましては、監査役３名から構成されており、そのうち２名は社外監査役であります。取締役会には

監査役が出席し、取締役を監視しており、また、監査役監査に必要な資料をいつでも検討できる状況にしてあります。 

内部管理体制強化の一環として、内部監査専任担当１名が内部監査人監査を実施しております。内部監査人監査について

は、主として業務が会社の定めたルールに従っているかという観点からチェックを行うともに、業務の効率性も確認しており

ます。また、当社取締役及び管理職が講師となり、従業員向けの「勉強会」を実施しております。「勉強会」では、法令・企

業倫理等の遵守に関する教育や経営を効率的に行うための業務知識の指導などを行っております。 

また、法的問題に関しては、必要に応じ顧問弁護士から意見をいただいております。 

（3）会計監査の状況 

会計監査人は新日本監査法人であり、会計監査人と報告会を定期的に実施しております。当社の会計監査業務を執行した公

認会計士は新日本監査法人に所属する坂倉正志氏、渡辺雅文氏、安斎裕二氏であり、監査業務に係る補助者の構成は、公認会

計士５名、会計士補２名であります。 

当社のコーポレート・ガバナンス体制は以下のとおりであります。 

  

 
（4）会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

社外取締役新井一孝は、当期末現在で当社株式を1,200株所有しております。 

（5）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況 

経営効率のチェック及び内部管理体制強化のために、内部監査を実施してまいりました。 

また、平成17年４月１日付で、内部監査専任担当を置き、より独立した内部監査体制を強化しております。 

   （6）役員報酬及び監査報酬 

当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

役員報酬： 

取締役に支払った報酬 

（うち社内取締役 ３名※） 

（うち社外取締役 １名） 

75,800千円 

（75,800千円）

（0千円）



     ※当期末の社内取締役は２名であります。 

  

  

監査役に支払った報酬 

（うち社内監査役 ２名） 

（うち社外監査役 ３名） 

6,150千円 

（5,100千円）

（1,050千円）

  計 81,950千円 

監査報酬： 公認会計士法第２条第1項に規定する業務に基づく報酬 8,625千円 

  コンフォートレター作成に係る報酬 1,000千円 

  計 9,625千円 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内

閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成15年10月１日から平成16年９月30日まで)及び当

事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)の財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けておりま

す。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社を有していないため、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号)による連結財務諸表は作成しておりません。 

  



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成16年９月30日) 
当事業年度 

(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  743,696 901,409  

２ 売掛金  10,484 19,367  

３ 貯蔵品  2,810 3,103  

４ 前払費用  130,629 135,156  

５ 繰延税金資産  17,046 14,284  

６ その他  12,869 29,131  

貸倒引当金  △1,644 △3,448  

流動資産合計  915,893 20.9 1,099,003 16.0

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 11,323 192,554    

減価償却累計額 178 11,145 8,414 184,140  

(2) 構築物 67,304 114,355    

減価償却累計額 41,387 25,917 56,257 58,098  

(3) 車両運搬具 7,047 6,134    

減価償却累計額 1,187 5,859 1,701 4,433  

(4) 工具器具及び備品 336,100 279,144    

減価償却累計額 272,700 63,400 240,459 38,685  

(5) 土地 ※１  2,775,351 4,284,124  

(6) 建設仮勘定  13,020 220  

有形固定資産合計  2,894,694 66.1 4,569,702 66.7

２ 無形固定資産     

(1) 営業権  17,503 13,302  

(2) 商標権  2,228 1,947  

(3) ソフトウェア  7,394 5,125  

(4) ソフトウェア仮勘定  ― 7,875  

(5) その他  547 549  

無形固定資産合計  27,673 0.6 28,799 0.4

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  3,000 973,160  

(2) 出資金  20 20  

(3) 匿名組合出資金  372,937 ―  

(4) 長期前払費用  19,105 19,312  

(5) 繰延税金資産  1,285 ―  

(6) 敷金保証金  103,715 87,517  

(7) その他  42,797 75,038  

投資その他の資産合計  542,861 12.4 1,155,048 16.9

固定資産合計  3,465,229 79.1 5,753,550 84.0

資産合計  4,381,123 100.0 6,852,553 100.0

      



  

  

  
前事業年度

(平成16年９月30日) 
当事業年度 

(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  29,308 25,951  

２ 短期借入金  10,000 ―  

３ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

※１  234,783 312,068  

４ 一年以内返済予定の 
割賦未払金 

 9,446 3,680  

５ 未払金  55,623 36,468  

６ 未払費用  7,344 13,022  

７ 未払法人税等  120,865 63,855  

８ 未払消費税等  15,613 4,207  

９ 前受金  13,386 14,116  

10 預り金  12,144 19,506  

11 賞与引当金  13,500 13,500  

流動負債合計  522,016 11.9 506,377 7.4

Ⅱ 固定負債     

１ 社債  300,000 300,000  

２ 長期借入金 ※１  2,142,853 3,308,528  

３ 長期割賦未払金  6,678 2,997  

４ その他  44,853 100,681  

固定負債合計  2,494,384 56.9 3,712,207 54.2

負債合計  3,016,401 68.8 4,218,584 61.6

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  633,000 14.5 1,054,060 15.4

Ⅱ 資本剰余金     

  資本準備金 410,500 1,084,060    

資本剰余金合計  410,500 9.4 1,084,060 15.8

Ⅲ 利益剰余金     

  当期未処分利益 321,222 495,848    

利益剰余金合計  321,222 7.3 495,848 7.2

資本合計  1,364,722 31.2 2,633,968 38.4

負債及び資本合計  4,381,123 100.0 6,852,553 100.0

      



② 【損益計算書】 

  
  

  

売上原価明細書 

  

  
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  2,379,494 100.0 2,755,675 100.0

Ⅱ 売上原価  1,634,025 68.7 1,879,388 68.2

売上総利益  745,469 31.3 876,287 31.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 貸倒引当金繰入額 1,100 1,871    

２ 役員報酬 72,380 81,950    

３ 給与手当 86,617 140,005    

４ 賞与引当金繰入額 13,500 13,500    

５ 法定福利費 17,612 23,050    

６ 減価償却費 13,283 14,974    

７ 地代家賃 27,086 34,178    

８ 支払報酬 29,113 26,716    

９ 支払手数料 ― 25,483    

10 その他 87,808 348,503 14.6 105,747 467,477 17.0

営業利益  396,965 16.7 408,810 14.8

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 11 8    

２ 事業地解約金収入 4,341 3,309    

３ 受取保険金 116 1,721    

４ 助成金収入 ― 2,190    

５ その他 895 5,364 0.2 1,107 8,337 0.3

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 51,818 84,094    

２ 社債利息 1,681 3,030    

３ 新株発行費 2,377 4,172    

４ 社債発行費 5,700 ―    

５ 株式公開費用 6,821 14,957    

６ その他 2,569 70,967 3.0 2,524 108,779 3.9

経常利益  331,362 13.9 308,367 11.2

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※１ 1,306 1,306 0.1 216 216 0.0

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※２ 494 ―    

２ 固定資産除却損 ※３ 11,193 5,257    

３ 本店移転費用 9,695 21,383 0.9 ― 5,257 0.2

税引前当期純利益  311,285 13.1 303,326 11.0

法人税、住民税 
及び事業税 

148,088 124,652    

法人税等調整額 △12,608 135,479 5.7 4,047 128,699 4.7

当期純利益  175,805 7.4 174,626 6.3

前期繰越利益  145,416 321,222  

当期未処分利益  321,222 495,848  

      

  前事業年度
(自 平成15年10月１日 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 



※ 主なものは租税公課、光熱費及び機器消耗品費であります。 

  

至 平成16年９月30日) 至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 機器仕入高 6,010 0.4 41,130 2.2

Ⅱ 人件費 9,147 0.6 20,570 1.1

Ⅲ 地代家賃 1,142,971 69.9 1,248,508 66.4

Ⅳ 機器リース料 143,141 8.8 184,557 9.8

Ⅴ 外注費 209,877 12.8 240,127 12.8

Ⅵ 減価償却費 44,525 2.7 41,606 2.2

Ⅶ その他 ※ 78,350 4.8 102,886 5.5

合計 1,634,025 100.0 1,879,388 100.0



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益  311,285 303,326

 減価償却費  57,809 56,443

 新株発行費  2,377 4,172

 社債発行費  5,700 ―

 貸倒引当金の増減額(減少：△)  △2,291 1,804

 賞与引当金の増加額  7,110 ―

 受取利息  △11 △8

 支払利息  53,499 87,124

 有形固定資産の売却益  △1,306 △216

 有形固定資産の売却損  494 ―

 有形固定資産の除却損  11,193 5,257

 売上債権の増減額(増加：△)  3,512 △8,882

 たな卸資産の増減額(増加：△)  3,367 △293

 前払費用の増加額  △24,065 △4,591

 仕入債務の増減額(減少：△)  6,551 △3,356

 未払金の増減額(減少：△)  53,208 △15,264

 未払消費税等の増減額(減少：△)  11,754 △11,406

 その他  14,199 △33,881

小計  514,388 380,228

 利息及び配当金の受取額  11 8

 利息の支払額  △49,726 △83,981

 法人税等の支払額  △52,311 △183,791

営業活動によるキャッシュ・フロー  412,361 112,464

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 定期預金の預入による支出  △6,000 △7,500

 定期預金の払戻しによる収入  6,000 7,500

 有形固定資産の取得による支出  △1,187,667 △1,737,653

 有形固定資産の売却による収入  2,758 3,185

 無形固定資産の取得による支出  △21,520 △7,876

 投資有価証券の取得による支出  ― △542,220

 匿名組合出資金の出資による支出  △304,265 ―
 敷金保証金等の差入による支出  △66,030 △3,587
 解約による敷金保証金の回収  10,538 20,636

 保険積立による支出  △1,196 △1,196

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,567,385 △2,268,712

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入  50,000 ―

 短期借入金の返済による支出  △49,900 △10,000

 長期借入れによる収入  1,097,000 1,546,000

 長期借入金の返済による支出  △207,756 △303,040

 株式の発行による収入  127,622 1,090,447

 社債の発行による収入  294,300 ―

 割賦債務の支払  △33,570 △9,446

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,277,695 2,313,960

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  122,672 157,712

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  620,024 742,696

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  742,696 900,409

    



④ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
前事業年度

(平成16年12月21日) 
当事業年度 

(平成17年12月21日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 321,222 495,848

Ⅱ 利益処分額 ― ―

Ⅲ 次期繰越利益 321,222 495,848

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

ただし、匿名組合出資金は個別法に

よっており、詳細は「10．(2)匿名

組合出資金の会計処理」に記載して

おります。 

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法  同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用しておりま

す。 

貯蔵品 

 同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりで

す。 

 建物及び構築物 ３～15年 

 車両運搬具   ２～５年 

 工具器具備品  ４～10年 

  なお、取得価額が10万円以上20

万円未満の資産については、法人税

法の規定に基づく３年均等償却を行

っています。 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しております。但

し、建物(附属設備を除く)について

は、定額法を採用しております。  

主な耐用年数は以下のとおりで

す。 

建物及び構築物 ３～38年    

車両運搬具   ２～６年    

工具器具備品  ３～15年    

なお、取得価額が10万円以上20万

円未満の資産については、法人税法

の規定に基づく３年均等償却を行っ

ています。 

  (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、見込利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

 同左 

  (3) 長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 

 同左 

５ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理して

おります。 

(1) 新株発行費 

 同左 

  (2) 社債発行費 

支出時に全額費用として処理して

おります。 

(2) 社債発行費 

― 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

 同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、

支給見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

 同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 同左 

８ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、金利スワップの特例処理

の要件を満たすものについては特例

処理によっております。 

① ヘッジ会計の方法 

 同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ 

 ヘッジ対象…借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

  ③ ヘッジ方針 

 金利リスクの低減のため、対象債

務の範囲内でヘッジを行っておりま

す。 

③ ヘッジ方針 

 同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性評価は、開始時から

有効性判定時点までの期間におけ

る、ヘッジ手段とヘッジ対象のキャ

ッシュ・フロー変動を比較し、両者

の変動比率等を基礎として行ってお

ります。なお、金利スワップの特例

処理の要件を満たすものについて

は、ヘッジ有効性評価を省略してお

ります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

９ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

  

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1)消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(1)消費税等の会計処理 

 同左 

    

  

  

――――― 

  

(2)匿名組合出資金の会計処理 

匿名組合出資を行うに際して、匿名

組合の財産の持分相当額を「投資有価

証券」として計上しております。匿名

組合への出資時に「投資有価証券」を

計上し、匿名組合が獲得した純損益の

持分相当額については、「売上高」に

計上するとともに同額を「投資有価証

券」に加減し、営業者からの出資金の

払い戻しについては、「投資有価証

券」を減額させております。 



  
会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

特定目的会社等を利用した不動産事業に係る収益及び

費用は、従来、営業外収益及び営業外費用に計上してお

りましたが、当事業年度より売上高として計上する方法

に変更いたしました。 

この変更は平成15年12月18日開催の定時株主総会にお

いて定款の一部変更が決議され、新たな事業目的として

「特定目的会社、特別目的会社（財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則に定める会社）及び不動産

投資信託に対する出資並びに出資持分の売買、仲介及び

管理」が追加されたことに伴い、今後同取引は営業取引

として積極的に行われることになったため、売上高に計

上することとしたものであります。 

この変更の結果、従来と同一の方法を採用した場合と

比べ、売上高、売上総利益及び営業利益は54,118千円増

加いたしましたが、経常利益に与える影響はありませ

ん。 

  

  

  

――――― 

  

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

「法定福利費」は販売費及び一般管理費の合計額の

5/100を超えたため、独立科目で掲記することとしまし

た。前事業年度は販売費及び一般管理費の「その他」に

13,521千円含まれております。 

「支払手数料」は販売費及び一般管理費の合計額の

5/100を超えたため、独立科目で掲記することとしまし

た。前期は販売費及び一般管理費の「その他」に8,708

千円含まれております。 

  

  

――――― 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）により、証券取引法第2条第2項において、投資

事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資を有価

証券とみなすこととされたことに伴い、従来、投資その

他の資産の「匿名組合出資金」に計上しておりました匿

名組合への出資金につきましては、当事業年度より「投

資有価証券」として表示しております。この変更に伴

い、「匿名組合出資金」が970,160千円減少し、「投資

有価証券」が同額増加しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

(損益計算書関係) 

  

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年９月30日) 

当事業年度
(平成17年９月30日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産は次のとおりであります。 

土地 2,746,754千円

※１ 担保資産及び担保付債務 

  担保に供している資産は次のとおりであります。 

土地 4,157,831千円

  担保付債務は次のとおりであります。 

一年内返済予定の長期借入金 219,828千円

長期借入金 2,125,863千円

合計 2,345,691千円

  担保付債務は次のとおりであります。 

一年内返済予定の長期借入金  312,068千円

長期入長期借入金 3,308,528千円

合計 3,620,596千円

※２ 授権株式数 普通株式 35,000株

   発行済株式総数 普通株式 11,380株

※２ 授権株式数 普通株式 135,000株

   発行済株式総数 普通株式 41,586株

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 144千円

工具器具及び備品 1,161千円

合計 1,306千円

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 216千円

※２ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

 工具器具及び備品 494千円

※２  

―――――― 

  

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

 建物 6,428千円

 構築物 1,409千円

工具器具及び備品 3,355千円

合計 11,193千円

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

構築物
工具器具及び備品 

272千円
4,985千円

合計 5,257千円

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

現金及び預金勘定 743,696千円

３ヶ月超預金 △1,000千円

現金及び現金同等物 742,696千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金勘定 901,409千円

３ヶ月超預金 △1,000千円

現金及び現金同等物 900,409千円



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容 
  

  

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具 3,482 1,915 1,567

工具器具 
及び備品 

648,901 324,569 324,332

合計 652,383 326,484 325,899

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

車両運搬具 3,482 2,611 870 

工具器具
及び備品 

792,177 327,817 464,360 

合計 795,660 330,429 465,230 

    

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 112,006千円

１年超 222,595千円

合計 334,601千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 142,251千円

１年超 331,516千円

合計 473,768千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 117,927千円

減価償却費相当額 108,130千円

支払利息相当額 10,362千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 148,879千円

減価償却費相当額 138,131千円

支払利息相当額 11,455千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

   同左 

区分 

前事業年度
(平成16年９月30日) 

当事業年度 
(平成17年９月30日) 

貸借対照表計上額
(千円) 

貸借対照表計上額 
(千円） 

その他有価証券  

(１) 非上場株式(店頭売買株式を除く) 3,000 3,000

(２) 匿名組合出資金 ― 970,160

計 3,000 973,160



(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自平成15年10月１日 至平成16年９月30日) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容 

当社は、金利スワップ取引のデリバティブ取引を利用しております。 

(2) 取引に対する取組方針 

当社の利用する金利スワップ取引は、ヘッジ目的の取引のみであり、投機的な取引は行わない方針であります。 

(3) 取引の利用目的 

当社は、借入金に係る金利変動リスクを回避する目的で利用しております。 

また、当社はデリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。ヘッジ会計の方法については、「重要

な会計方針 ８ ヘッジ会計の方法」に記載しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

当社が利用している金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクは有しておりますが、当社の契約先は信

用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクはほとんどないと認識しており

ます。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行管理については、社内規定に従い管理部が行っております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

  

当事業年度(自平成16年10月１日 至平成17年９月30日) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容 

当社は、金利スワップ取引のデリバティブ取引を利用しております。 

(2) 取引に対する取組方針 

当社の利用する金利スワップ取引は、ヘッジ目的の取引のみであり、投機的な取引は行わない方針であります。 

(3) 取引の利用目的 

当社は、借入金に係る金利変動リスクを回避する目的で利用しております。 

また、当社はデリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。ヘッジ会計の方法については、「重要

な会計方針 ８ ヘッジ会計の方法」に記載しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

当社が利用している金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクは有しておりますが、当社の契約先は信

用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクはほとんどないと認識しており

ます。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行管理については、社内規定に従い管理部が行っております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

ヘッジ会計を適用しているため記載を省略しております。 

  



(退職給付関係) 

前事業年度(自平成15年10月１日 至平成16年９月30日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(自平成16年10月１日 至平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

前事業年度(自平成15年10月１日 至平成16年９月30日) 

関連会社が存在しないため該当事項はありません。 

当事業年度(自平成16年10月１日 至平成17年９月30日) 

関連会社が存在しないため該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

貸倒引当金有税引当額 1,732千円

賞与引当金損金算入超過額 5,494千円

未払事業税否認 10,466千円

未払法定福利費否認 622千円

その他 15千円

 繰延税金資産合計 18,331千円

 繰延税金資産の純額 18,331千円

 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

貸倒引当金有税引当額 730千円

賞与引当金損金算入超過額 5,494千円

未払事業税否認 7,433千円

未払法定福利費否認 606千円

その他 18千円

 繰延税金資産合計 14,284千円

 繰延税金資産の純額 14,284千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  同左 



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自平成15年10月１日 至平成16年９月30日) 

役員及び個人主要株主等 

  
(注) １ 主要株主（個人）との取引にも該当しております。 

２ 議決権については当社の代表取締役社長である内藤亨の近親者が100.0％を直接保有しております。 

３ 取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社は銀行借入、リース契約に対して当社の代表取締役社長である内藤亨により債務保証を受けております。なお、保証

料の支払は行っておりません。 

  

  

当事業年度(自平成16年10月１日 至平成17年９月30日) 

 該当事項はありません。 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及び
主要株主
（個人） 

内藤亨 
(注)１ ― ― 当社代表 

取締役社長 
(被所有)
直接 20.0 

― ―

銀行借入に
対する債務
被保証 

4,151 ― ―

リース契約
に対する債
務被保証 

63,850 ― ―

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等 

㈲リョウ 
コーポレ 
ーション 
(注)２ 

東京都 
荒川区 

3,000 

土地建物の
賃貸借・損
害保険代理
店業務 

― ― ―

営業権譲受
代金の支払

21,003 営業権  17,503

機器購入代
金  1,947 ― ―



(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

  

項目 
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１株当たり純資産額 119,922円85銭 63,337円88銭

１株当たり当期純利益 18,211円08銭 4,363円22銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、新株予約権の残高

がありますが、当社株式は非上場・

非登録であり、期中平均株価が把握

できないため記載しておりません。 

4,148円28銭

    当社は平成17年４月20日付で株式

１株につき３株の株式分割を行って

おります。なお、当該株式分割が前

期首に行われたと仮定した場合の１

株当たり情報については、以下のと

おりとなります。 

なお、前事業年度における潜在株式

調整後１株当たり当期純利益につい

ては、新株予約権の残高があります

が、当社株式は非上場・非登録であ

り、期中平均株価が把握できないた

め記載しておりません。 

前事業年度 

１株当たり純

資産額  
39,974円28銭 

１株当たり当

期純利益 
6,070円36銭 

項目
前事業年度

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当期純利益(千円) 175,805 174,626

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 175,805 174,626

普通株式の期中平均株式数(株) 9,654 40,023

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） ― 2,073

（うち新株予約権(株)） (―) (2,073)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要 

潜在株式の種類(新株予

約権) 

潜在株式の数(新株予約

権の数1,230個) 

潜在株式の種類(新株予

約権５種類) 

潜在株式の数(新株予約

権の数1,354個) 

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 



  

当社株式は平成16年12月９日に株式会社東京証券取

引所マザーズ市場に上場いたしました。これにあた

り、平成16年11月10日及び平成16年11月18日開催の取

締役会において、下記のとおり一般募集による新株発

行を決議し、平成16年12月８日に払い込みが完了いた

しました。 
  

  

募集方法 ブックビルディング方

式による一般募集 
発行新株式数 普通株式 2,000株 
発行価格 550,000円 
引受価額 508,750円 
この価額は、当社が引受人より一株当たりの

新株式払込金として受取った金額でありま

す。なお、発行価格と引受価額との差額の総

額は引受人の手取金となります。 
発行価額 382,500円 
１株当たりの資本組

入額 
191,250円 

払込金額の総額 1,017,500千円 
発行価額の総額 765,000千円 
資本組入額の総額 382,500千円 
申込期日 平成16年12月７日 
払込期日 平成16年12月８日 
新株の配当起算日 平成16年10月１日 
資金の使途 駐車場用地及び関連機

器等の取得を目的とした

設備資金、「証券化駐車

場」に関する匿名組合へ

の出資のための投資資金

として充当する予定であ

ります。 

  

  

―――――― 



  

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

当社は、平成16年12月21日開催の定時株主総会にお

いて、商法第280条ノ20ならびに商法第280条ノ21の規

定に基づき、特に有利な条件をもって新株予約権を発

行することを以下のとおり決議いたしました。 

(1) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式 700株を上限とする。 

(2) 新株予約権 700個を上限とする。 

(3) 新株予約権の発行価額 

 無償で発行するものとする。 

(4) 新株予約権の権利に際して払い込むべき金額 

各新株予約権の行使に際して払い込むべき金額は、

各新株予約権の行使により発行する株式１株あたりの

金額（以下「行使価額」という。）に、新株予約権１

個あたりの目的となる株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は、新株予約権を発行する日の属する月の

前月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除く。）

に1.05を乗じた金額、または新株予約権を発行する日

の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の

終値（終値がない場合は、その前日以前の各取引日に

成立した終値のうち、新株予約権の発行日に最も近い

日の終値）のどちらか高い方とする。 

(5) 付与の対象者  

当社の取締役、監査役並びに従業員 

(6) 権利行使期間 

平成17年１月１日から平成26年９月30日まで 

当社は、平成17年12月21日開催の定時株主総会にお

いて、商法第280条ノ20ならびに商法第280条ノ21の規

定に基づき、特に有利な条件をもって新株予約権を発

行することを以下のとおり決議いたしました。 

  

  

  

(1) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

普通株式 2,000株を上限とする。 

(2) 新株予約権 2,000個を上限とする。 

(3) 新株予約権の発行価額 

 無償で発行するものとする。 

(4) 新株予約権の権利に際して払い込むべき金額 

各新株予約権の行使に際して払い込むべき金額は、

各新株予約権の行使により発行する株式１株あたりの

金額（以下「行使価額」という。）に、新株予約権１

個あたりの目的となる株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は、新株予約権を発行する日の属する月の

前月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除く。）

に1.05を乗じた金額、または新株予約権を発行する日

の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の

終値（終値がない場合は、その前日以前の各取引日に

成立した終値のうち、新株予約権の発行日に最も近い

日の終値）のどちらか高い方とする。 

(5) 付与の対象者  

取締役、監査役、従業員及び社外協力者 

(6) 権利行使期間 

平成18年１月１日から平成27年９月30日までの

範囲内で、今後の取締役会で決定する。 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

  

  

【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期の増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

２ 当期の減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

３ 無形固定資産の金額が資産総額の１／100以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減少高」の記

載を省略しております。 

  

銘柄 
株式数

(株) 

貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 60 3,000 

匿名組合出資金 － 970,160 

計 60 973,160 

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物 11,323 181,231 ― 192,554 8,414 8,236 184,140

 構築物 67,304 48,341 1,290 114,355 56,257 15,887 58,098

 車両運搬具 7,047 3,357 4,270 6,134 1,701 1,967 4,433

 工具器具及び備品 336,100 4,009 60,965 279,144 240,459 23,739 38,685

 土地 2,775,351 1,508,773 ― 4,284,124 ― ― 4,284,124

 建設仮勘定 13,020 296,962 309,762 220 ― ― 220

  有形固定資産計 3,210,148 2,042,675 376,288 4,876,534 306,832 49,830 4,569,702

無形固定資産       

 営業権 ― ― ― 21,003 7,701 4,200 13,302

 商標権 ― ― ― 2,808 861 280 1,947

 ソフトウェア ― ― ― 11,053 5,928 2,269 5,125

ソフトウェア仮勘定 ― ― ― 7,875 ― ― 7,875

 その他 ― ― ― 549 ― ― 549

  無形固定資産計 ― ― ― 43,290 14,490 6,750 28,799

長期前払費用 27,660 4,547 1,154 31,053 11,740 3,185 19,312

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物 事業用ビル購入 163,431千円

土地 事業用土地購入 1,508,773千円

建設仮勘定 事業用土地購入のための手付金等 296,962千円

建設仮勘定 土地勘定への振替え 171,415千円



【社債明細表】 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

利率
(％) 

担保 返済期限 

第２回無担保社債 
平成16年
３月10日 

300,000 300,000 1.01 無担保
平成21年 
３月10日 

合計 ― 300,000 300,000 ― ― ― 

１年以内 
(千円) 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

― ― ― 300,000 ― 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 10,000 ― ― ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 234,783 312,068 2.59 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定 
のものを除く) 

2,142,853 3,308,528 2.59 平成18年～平成37年

合計 2,387,636 3,620,596 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

長期借入金 311,022 296,136 278,736 277,736



【資本金等明細表】 

  

（注）１  既発行株式、資本金及び資本準備金の増加の要因は、有償一般募集増資(ブックビルディング方式)及び新株予約権の権利

行使によるものであります。 

   ２ 当社は平成17年４月20日付けをもって、１株につき３株の割合をもって株式分割を行っております。 

  

  

【引当金明細表】 

  

（注）  貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) (注)   633,000 421,060 ― 1,054,060

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式    (注) (株) (11,380) (30,206) (―) (41,586)

普通株式 (千円) 633,000 421,060 ― 1,054,060

計 (株) (11,380) (30,206) (―) (41,586)

計 (千円) 633,000 421,060 ― 1,054,060

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金     

 株式払込剰余金 
(千円) 

  
410,500 673,560 ― 1,084,060

計 (千円) 410,500 673,560 ― 1,084,060

利益準備金及び 
任意積立金 

計 (千円) ― ― ― ―

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 1,644 3,448 ― 1,644 3,448

賞与引当金 13,500 13,500 13,500 ― 13,500



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

  

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 60,981

預金の種類  

普通預金 839,428

定期預金 1,000

計 840,428

合計 901,409

相手先 金額(千円)

財団法人神戸市都市整備公社 7,559

ＵＦＪ信託銀行株式会社 4,867

財団法人東京都交通局協力会 2,402

株式会社ユカ 1,826

川崎定徳株式会社 489

その他 2,221

計 19,367

期首残高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

10,484 2,893,459 2,884,577 19,367 99.3 1.9



ｃ 貯蔵品 

  

  

② 負債の部 

ａ 買掛金 

  

  

区分 金額(千円)

メンテナンス用消耗品 2,811

販売用仕入 100

その他 192

計 3,103

相手先 金額(千円)

日信電子サービス株式会社 6,648

有限会社セイブ環境サービス  5,588

有限会社リザード管理 3,569

株式会社オープンループ 2,853

株式会社ティー・エフ・ケイ 1,671

その他 5,619

計 25,951



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 当社は、端株制度の適用を受けており、現在端株が生じております。 

２ ＵＦＪ信託銀行株式会社は、平成17年10月1日に三菱信託銀行株式会社と合併し、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社となりま

した。 

  

  

決算期 ９月30日

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ケ月以内

基準日 ９月30日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

中間配当基準日 ３月31日

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 
株券喪失登録の申請の場合

１件につき10,000円
１枚につき500円 

上記以外の場合 無料

端株の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号
ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等がありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  
有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出）及びその添付書
類 

  平成16年11月10日 
関東財務局長に提出。 

(2) 
  
有価証券届出書の訂正届出書   平成16年11月19日及び平

成16年11月30日 
関東財務局長に提出 

(3) 
  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第８期) 

自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日 

  
平成16年12月22日 
関東財務局長に提出。 

(4) 半期報告書 (第９期中) 自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月21日 
関東財務局長に提出。 

(5) 
  
有価証報告書の訂正報
告書 

事業年度 
(第８期) 

自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日 

  
平成17年７月８日 
関東財務局長に提出。 

(6) 
  
半期報告書の訂正報告
書 

(第９期中) 自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年７月８日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成16年12月21日

パラカ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているパラカ

株式会社の平成15年10月１日から平成16年９月30日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パラカ

株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  渡  辺  雅  文  ㊞ 

関与社員   公認会計士  安  斎  裕  二  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年12月21日

パラカ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているパラカ

株式会社の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パラカ

株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  坂  倉  正  志  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  渡  辺  雅  文  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  安  斎  裕  二  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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